
 

医療制度構造改革試案の概要  

 
 

平成１７年１０月１９日 
厚生労働省 

 
本試案は、医療制度の構造改革について、「医療費適正化の実質的な成果を目指す

政策目標を設定し、達成のための必要な措置を講ずる」とする「骨太の方針２００５」

に対応しつつ、平成１５年３月の「医療制度改革の基本方針」を具体化することを目

指し、国民的議論を進めるためのたたき台である。 

 
 
 
 

【基本的な方向】 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１ 医療制度の構造改革の基本方針 
（１）生命と健康に対する国民の安心を確保するため、国民皆保険制度を堅持する。

（２）制度の持続可能性を維持するため、経済指標の動向に留意しつつ、予防を重

視し、医療の質の向上・効率化等によって医療費の適正化を実現し、医療費

を国民が負担可能な範囲に抑制する。 
（３）医療費に係る給付と負担の関係を、老若を通して公平かつ透明なものとする。

 
２ 医療費適正化の進め方 
 
（１）医療費適正化の方策としては 
① 生活習慣病対策や長期入院の是正のように、国民の生活の質（ＱＯＬ）を確

保・向上する形で医療そのものを効率化し、医療費の伸び率を徐々に下げてい

く中長期的な方策と、 
② 公的保険給付の内容・範囲の見直し、診療報酬改定等により、公的医療保険

給付費の伸びを直接的に抑制する短期的な方策がある。 
 
（２）健康に対する安心の確保は国民の強い要請であり、医療の構造に即した中長

期的な方策が必要であるが、こうした中長期的な方策は直ちには効果が現れ

てこないため、国民的な合意を得つつ、公的保険給付の内容・範囲の見直し

を始めとする短期的な方策も組み合わせていくことが必要となる。 
 
（３）中長期的な医療費適正化方策を進めていく際には、国、都道府県、市町村を

含めた医療保険者、事業者、被保険者、医療機関、医療従事者、患者といっ

た関係当事者が全員参加し、連携・協力の下でそれぞれの役割を果たしつつ、

具体的な取組を推進していくことが必要である。 
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Ⅰ 予防重視と医療の質の向上・効率化のための新たな取組 
生活習慣病を中心とした疾病予防を重視するとともに、医療計画の見直しなどに

よる総治療期間（在院日数を含む）の短縮等により、地域ごとに患者本位の医療提

供体制を確立する。 

 
（１）生活習慣病予防のための本格的な取組 

○ 糖尿病・高血圧症・高脂血症の予防に着目した健診及び保健指導の充実等 
 ・ 国が示す基本方針の下で、都道府県健康増進計画において、糖尿病・高血圧

症・高脂血症（以下「糖尿病等」という。）の患者・予備群の減少率や健診・

保健指導実施率の目標を示し、その達成に向けた、医療保険者、都道府県、市

町村等の連携促進を図る。 

 ・ 運動習慣、食生活、喫煙等に関する取組を強化する。 

 ・ 生活習慣病予防や介護予防を国民運動として展開するため、健やか生活習慣

国民運動推進会議（仮称）を設置する。 

 
（２）患者本位の医療提供体制の実現 

○ 医療計画制度の見直し等 
 ・ 地域の医療機能の分化・連携を進め、患者の生活の質（ＱＯＬ）向上に向け

て総治療期間（在院日数を含む）短縮のため、①脳卒中対策、がん対策等の主

要事業ごとの医療連携体制の構築、②脳卒中、がん等の年間総入院日数、在宅

での看取り率等の数値目標の導入を内容とする医療計画の見直しを行う。 

       

Ⅱ 医療費適正化に向けた総合的な対策の推進 
医療費適正化計画に基づき、関係当事者の参加による中長期的な医療費適正化を

進めるとともに、公的保険給付の内容・範囲の見直し等の短期的な方策を組み合わ

せ、国民的合意を得ながら医療費の適正化に強力に取り組む。 

 
（１）中長期的な医療費の適正化      

○ 都道府県医療費適正化計画の策定、実施、検証、実施強化、実績評価 
 ・ 中長期的な医療費の適正化を行うため、国が示す参酌標準の下で、医療費適

正化の政策目標を定めた医療費適正化計画（仮称）（計画期間５年）を都道府

県が策定・実施し、定期的に検証して、実績を評価する。 

  （政策目標）糖尿病等の患者・予備群の減少率、平均在院日数の短縮日数 

・ 政策目標の実現の効果としての将来医療費の見通しも記載する。 

・ 国は、これらの政策目標の実現に資するよう、診療報酬体系の見直しや必要

な財政措置を行い、都道府県や関係者の取組を支援するとともに、医療保険財
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源を活用した病床転換に対する支援を講ずる。 

・ 都道府県は、糖尿病等の予防対策に関する政策目標を達成するため、医療保

険者への指導又は助言、保険者協議会での関係者間の調整等を行うとともに、

平均在院日数に関する政策目標を達成するため、在宅での看取り等の推進や病

床転換への支援等を図る。 

 
○ 医療保険者による保健事業の本格実施 
 ・ 医療保険者に、被保険者・被扶養者に対する糖尿病等の予防に着目した健診・

保健指導の事業について、目標を立て、実施することを義務づける。 

 ・ 自営業者等の健診については、現行の老人保健事業の実態を踏まえ、公費に

よる市町村国保等への財政支援を行う。 

 
  ○ 実績評価措置 

 ・ 政策目標の実施状況を踏まえ、都道府県・医療保険者の費用負担の特例や都

道府県ごとの特例的な診療報酬の設定等の実績評価措置を講ずる。 

 
（２）公的保険給付の内容・範囲の見直し等   

○ 高齢者の患者負担の見直し 
・ 現役並みの所得を有する７０歳以上の者の患者負担については、３割負担と

する。（平成１８年１０月目途実施） 

・ 後期高齢者（７５歳以上）の患者負担については、現行どおり１割負担とし、

前期高齢者（６５～７４歳）については、２割負担とする。ただし、現役並み

の所得を有する者は３割負担とする。 

（別案）前期高齢者・後期高齢者双方とも、一般は２割負担、現役並みの所得を

有する者は３割負担、後期高齢者のうち、低所得者は１割負担とする。 

 （注）この他に、６５歳から６９歳までの者は現行の３割負担を維持しつつ、

７０歳以上の者について、一般は２割負担、現役並みの所得を有する者は３

割負担、低所得者は１割負担とする案がある。 

 ・ 税制改正に伴い、新たに現役並みの所得を有する者に該当する７０歳以上の

者の患者負担については、２年間、高額療養費の自己負担限度額を一般の者の

水準に据え置く。（平成１８年８月より実施） 

 
○ 保険給付の内容・範囲の見直し 
 ・ 低所得者に対する配慮を行いつつ、療養病床に入院する高齢者の食費及び居

住費の負担を見直す。（平成１８年１０月目途実施） 

 ・ 高額療養費の自己負担限度額の水準を見直す。（平成１８年１０月目途実施）

また、高額医療・高額介護合算制度を設ける。 
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 ・ 傷病手当金、出産手当金及び埋葬料の支給要件、水準を見直す。（平成１９

年４月目途実施）また、出産育児一時金の水準について検討する。 

 
○ 保険運営効率化の取組 
・ ＩＴを活用した医療保険事務の効率化を図る。 

・ 審査支払機関による審査の充実等を図る。 

 

○ 保険料賦課の見直し 
 ・ 標準報酬月額の上下限の範囲の拡大等を行う。（平成１９年４月目途実施） 

 

Ⅲ 都道府県単位を軸とする医療保険者の再編統合等    
 保険財政運営の規模の適正化、地域の医療費水準に見合った保険料水準の設定の

ため、保険者について、都道府県単位を軸とした再編・統合を推進する。これによ

り、保険財政の安定化を図り、医療費適正化に資する保険者機能を強化する。 

 
（１）国民健康保険 
  ・ 小規模保険者の保険運営の広域化を図るため、都道府県が積極的な役割を果た

す。 

・ 都道府県単位での保険運営を推進するため、保険財政の安定化と保険料平準化

を促進する観点から共同事業の拡充を図るとともに、保険者支援制度等の国保財

政基盤強化策について、公費負担の在り方を含め総合的に見直す。（平成１８年

度より実施） 

 
（２）政府管掌健康保険 

・ 平成２０（２００８）年１０月を目途に、国とは切り離した全国単位の公法人

を保険者として設立する。 

・ 都道府県単位の財政運営を基本とし、都道府県ごとに地域の医療費を反映した

保険料を設定する。 

・ 適用・保険料徴収の事務は、新たに設立される公的年金の運営主体において実

施する。 

 
（３）健康保険組合 

・ 同一都道府県内の健保組合の再編・統合の受け皿として、企業・業種を超えた

地域型健保組合の設立を認める。（平成１８年１０月目途実施） 
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Ⅳ 新たな高齢者医療制度の創設 

 

高齢者の心身の特性、生活実態等を踏まえ、新たな高齢者医療制度を創設する。具

体的には、７５歳以上の後期高齢者の医療の在り方に配慮した独立保険を創設すると

ともに、６５歳から７４歳の前期高齢者については、予防を重視して国保・被用者保

険といった従来の制度に加入しつつ、負担の不均衡を調整する新たな財政調整の制度

を創設する。 

（１）後期高齢者医療制度（７５歳以上） 
・ 後期高齢者の保険料（１割）、国保・被用者保険からの加入者数に応じた後期

高齢者医療支援金（仮称）（約４割）及び公費（約５割）を財源とする新たな独

立保険を創設する。また、併せて所要の患者負担を設けるものとする。 

・ また、世代間の負担の公平化を図るため、今後、後期高齢者の増加等を勘案し

て後期高齢者の保険料総額の割合を高め、現役世代の負担の軽減を図る。 

・ 後期高齢者一人ひとりに、応益＋応能の保険料負担を求める（一人当たりの平

均的な保険料水準は現行とほぼ同じで年間７万円程度）。低所得者に対する適切

な軽減措置を講ずるなど、現行の国保の仕組みを踏まえて制度を設計する。 

・  運営主体は市町村とした上で、財政リスクを分散・軽減するため、次に掲げる

保険運営の安定化措置を講ずる。 

－２年を単位とした財政運営の導入 

－保険基盤安定制度（低所得者の保険料軽減分を公費で支援） 

－高額医療費再保険事業（高額な医療費に係る都道府県レベル、全国レベルの再

保険事業）  

－財政安定化支援事業（保険料の未納、給付の見込み違い等に対し貸付・交付を

行う基金を設置） 

－保険料の特別徴収（年金天引き）を実施する。 

・ 公費負担については老人保健制度と同様（給付費の５割等）とする。 

・ 後期高齢者の診療報酬について、終末期医療の評価、在宅での看取りまでの対

応の推進、入院による包括的なホスピスケアの普及等、後期高齢者の心身の特性

等にふさわしい体系を構築する。 

 

（２）前期高齢者医療制度（６５～７４歳） 
・ 国保・被用者保険といった従来の制度に加入することとするが、前期高齢者の

偏在に伴う給付費（前期高齢者に係る後期高齢者医療支援金（仮称）を含む）の

不均衡については、国保・被用者保険の各保険者が加入者数に応じて負担する財

政調整を行う。この際、現行の退職者医療制度と異なり、所要の公費負担を行う。 

・ 国保加入の前期高齢者についても、保険料の特別徴収（年金天引き）を実施す

る。 
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（３）経過措置 

・ 平成２６（２０１４）年度までの間における６５歳未満の者を対象として、そ

の者が６５歳に達するまでの間、経過的に現行の退職者医療制度を存続させる。 

 
Ⅴ 診療報酬体系の在り方の見直し等 

 

患者本位の医療を更に推進するため、診療報酬と医療政策上の要請との関係を明らか

にするとともに、診療報酬決定プロセスを透明化する。 

（１） 診療報酬体系の在り方の見直し 
・ 平成１８年度改定において、①平均在院日数の短縮の促進、②医療機能の分化・

連携の促進、③終末期対応も含めた在宅医療の推進等について検討する。 
 

（２） 薬剤に係る給付の見直し等 
・ 平成１８年度改定等において、後発品の使用促進のための仕組み等について検

討する。 
 
（３） 保険診療と保険外診療との併用の在り方の見直し（いわゆる「混合診療」への対

応） 
・ 現行の特定療養費制度を、「将来的な保険導入のための評価を行うかどうか」の

観点から、「保険導入検討医療（仮称）」（保険導入のための評価を行うもの）

及び「患者選択同意医療（仮称）」（保険導入を前提としないもの）に再構成す

る。 
 

（４） 中央社会保険医療協議会（中医協）の見直し 
・ 委員構成の見直し等を行う。 
 

Ⅵ 施行時期（主なもの） 
 ① 平成１８年４月適用 

   ・ 国保財政基盤強化策 

 ② 平成１８年１０月目途 

   ・ ７０歳以上の現役並みの所得を有する者の負担の見直し等 

・ 「保険導入検討医療（仮称）」等の制度化 

   ・ 中医協の見直し 

   ・ 国保における共同事業の拡充 

   ・ 地域型健保組合の創設 

 ③ 平成１９年４月目途 

   ・ 現金給付の見直し 

 ④ 平成２０年度目途 

   ・ 新たな高齢者医療制度の創設 

・ 政管健保の公法人化（１０月目途） 
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〔総括〕医療費適正化方策について 

 

・ 平成２７（２０１５）年度、平成３７（２０２５）年度の医療給付費について、

厚生労働省の現行見通しと、この試案で示した医療費適正化の中長期的方策及び短

期的方策による効果額を示した。 
 

・ 今後、医療費適正化の方策・規模については、各般の議論を行い、平成１７年中

に結論を得ることとする。 

 

 

  
平成 18 年度 

（2006 年度） 

平成 27 年度 

（2015 年度） 

平成 37 年度 

（2025 年度） 

「社会保障の給付と負担の

見通し」に即した現行制度

ベース 

２ ８ ．３ 兆円 ４ ０ 兆円 ５ ６ 兆円

対 国民所得比 ７．３％ ８．７％ １０．５％
 

対 ＧＤＰ比 ５．４％ ６．４％ ７．７％

 

  
平成 27 年度 

（2015 年度） 

平成 37 年度 

（2025 年度） 

中長期的方策 

（生活習慣病対策、平均在院日数の短縮） 
▲２．０兆円 ▲６兆円

短期的方策 

（高齢者自己負担、高額療養費制度、 

食費・居住費、現金給付の見直し） 

▲０．６兆円 ▲１兆円

合 計 ▲２．６兆円 ▲７兆円

上記の中長期的方策及び短期的方策を講じた場

合の医療給付費 
３ ７ 兆円 ４ ９ 兆円

対 国民所得比 ８．１％ ９．１％
   

対 ＧＤＰ比 ６．０％ ６．７％

別案 前期・後期高齢者２割負担（現役並み所得を
有する者は３割負担、後期高齢者のうち低所得
者は１割負担） 

▲０．８兆円 ▲１．３兆円

 （注）６５～６９歳の者は現行どおり３割負担と
し、７０歳以上の者は２割負担（現役並み所得
を有する者は３割負担、低所得者は１割負担）

▲１．０兆円 ▲１．４兆円
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（参考） 
経済財政諮問会議における民間議員が、経済の規模に応じて医療費を適正化する考え方の下で

提案した、高齢化修正ＧＤＰによる管理指標に基づいて厚生労働省で試算すると、平成３７  
（２０２５）年度において、医療給付費４２兆円、国民所得比７．８％（ＧＤＰ比５．８％）と
なる。 

 

  
平成 27 年度 

（2015 年度） 

平成 37 年度 

（2025 年度） 

経済財政諮問会議民間議員提案（※） ３ ５ 兆円 ４ ２ 兆円

対 国民所得比 ７．７％ ７．８％
 

対 ＧＤＰ比 ５．７％ ５．８％

※「経済財政諮問会議民間議員提案」は、経済財政諮問会議民間議員提案の「高齢化修正ＧＤＰ」

（名目ＧＤＰ成長率＋（65 歳以上の人口の増加数）／全人口（前年度））を基に厚生労働省が試

算したもの。 

 
また、これまでの経済財政諮問会議の議論、社会保障の在り方懇談会の議論等において提案さ

れている様々な案の中で、医療費削減効果の機械的な試算が可能なものを試算すると、表に掲げ
るとおりとなる。 

 

 
平成 27 年度 

（2015 年度） 

平成 37 年度 

（2025 年度） 

入院時の食費・居住費負担の見直し ▲０．５兆円 ▲０．７兆円 

外来受診一回当たり 1,000 円 ▲３．２兆円 ▲４．０兆円 保険免責制の

創設 外来受診一回当たり 500 円 ▲１．９兆円 ▲２．３兆円 

診療報酬の伸びの抑制 ▲３．７兆円※   ▲４．９兆円※※

   ※  平成 27(2015)年度までに合計▲１０％とした場合。 
※※ 平成 37(2025 年度までに合計▲１０％とした場合。 

 
（注）表中の対国民所得比及び対ＧＤＰ比は、「平成 17 年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」

における平成 17 年度の国民所得及びＧＤＰを基として、その後は「社会保障の給付と負担の見通し（平
成16年5月推計）」の名目国民所得の伸び率（平成18(2006)年2.1%、平成19(2007)年2.4%、平成20(2008)
年 2.8%、平成 21(2009)～22(2010)年 1.9%、平成 23(2011)年以降 1.6％）により伸びるものとして推計
したもの。 
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